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[bookmark: _GoBack]安全管理措置パック（就業規則編）
　番号法に対応した就業規則とするため、既存の就業規則を見直すポイントになります。
更に見直す条文毎に重要区分を『Ａ（最も重要）』、『Ｂ（重要）』、Ｃ（規定するほうが望ましい）』も表示しております。

～就業規則変更および追加例～

（１）労働者の定義規定の再確認、もしくは追加・・・Ａ
（労働者の定義）
第●条　この規則で労働者とは、所定の手続きにより会社に採用された者をいう。
２　労働者を次のように区分する
　（１）常勤労働者　　常勤として採用された者
　　　　　　　　　　　（１）のうち、期間の定めのない雇用契約期間の者を正社員という
　　　　　　　　　　　（１）のうち、有期雇用契約の者を契約社員という
　　　　　　　　　　　　＊契約社員には、契約社員で無期契約に転換した常勤労働者を含む
　（２）パートタイマー労働者　１日又は１週間の所定労働時間が常勤労働者より短い者
　　　　　　　　　　　　＊パートタイマー労働者には、パートタイマー労働者で無期契約転換したパートタイマー労働者を含む
３　労働者はこの規則を守り、誠実に義務を履行しなければならない。
【解説】
　様々な雇用形態の従業員が1つの会社で働く時代になっています。番号法対応の就業規則を作成・周知しても、就業規則自体が適用になっていないことには意味がありません。
就業規則は、会社の統一的なルールブックとしてすべての労働者を対象として作成しなければなりません。しかしながら様々な制度や規定を画一的に適用することが難しい場合は、雇用形態毎に就業規則を作成することが望ましく、どの労働者にどの規程を適用するのかを明確にしておく必要があります。自社の労働者の定義（区分）を再確認してください。
　パートタイム労働者等、別に定める労働者がいる場合は、別規程にも番号法対応の変更が必要になります。
　
（２）適用範囲規定の再確認、もしくは追加・・・Ａ
	（適用範囲）
第●条　この規則は、○○○○株式会社の常勤労働者に適用する。
２　パートタイム労働者の就業に関する事項については、別に定めるところによる。
３　前項の別に定める規則に定めのない事項については、本規則を適用する。


【解説】
　就業規則の適用範囲を明確にする必要があります。パートタイム労働者等、別に定める労働者がある場合は、当該別規程についても番号法対応の変更等をする必要があります。




（３）採用手続規程への追加・・・Ｂ
	（採用手続）
第●条　会社は入社を希望する者の中から選考試験を行い、これに合格した者を採用する。
２　会社は、採用を内定した者に対して、原則として内定通知書により通知を行う。
３　内定を受けた者は、会社の定めた期日までに入社誓約書を提出し、入社の誓約を行わなければならない。


【解説】
手続きの効率化等の為に、採用内定者から、あらかじめ個人番号を受け取る場合には、
会社における「内定者」の位置づけを明確にしておく必要があります。
　雇用されることが予想される場合には、その時点で個人番号の提供をもとめることが
できます。

（４）採用時の提出書類への追加・・・Ａ
	（採用時の提出書類）
第●条 第○条○項に定める入社誓約を行った者は、会社が指定する期日までに（入社誓約を行った日から　　週間以内に）次の書類を提出しなければならない。
① 履歴書
② 住民票記載事項証明書（個人番号が記載されていないものに限る。）
③ 自動車運転免許証の写し（ただし、自動車運転免許証を有する場合に限る。）
④ 資格証明書の写し（ただし、何らかの資格証明書を有する場合に限る。）
⑤ 源泉徴収票（入社前に給与所得がある者に限る。）
⑥ 年金手帳（既に交付を受けている者に限る。）
⑦ 雇用保険被保険者証（既に交付を受けている者に限る。）
⑧ 給与所得者の扶養控除申告書
⑨ 健康保険被扶養届（扶養者がいる場合に限る。）
⑩ 個人番号カード表裏面の写し又は通知カードの写しおよび当該通知カードに記載された事項がその者に係るものであることを証するものとして行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下「番号法」という。）施行規則で定める書類（ただし、対面で本人確認を行う場合は原本を提示する）
⑪ 扶養家族の個人番号カードの表裏面の写し又は通知カードの写し及び委任状（扶養家族がいる場合に限る。）
⑫ その他会社が指定するもの
２　扶養家族の個人番号に係る本人確認は労働者自身が行うものとする。
３ 前項の定めにより提出した書類の記載事項に変更を生じたときは、速やかに書面で会社に変更事項を届け出なければならない。


【解説】
　採用時の提出書類として、マイナンバー法上の本人確認（番号確認）のために必要となる個人番号カード、通知カード又は個人番号が記載された住民票の写し若しくは住民票記載事項証明書の提示又は送付を受けることを記載することが考えられます。
　通常は、「提出書類」とされていますが、本人確認においては、個人番号カード、通知カード又は個人番号が記載された住民票の写し若しくは住民票記載事項証明書の提示を受けて確認し、その写し（コピー）を受領しない場合もありますので、「提示」による方法も追加しています。
　なお、「採用時の提出書類」としては、通常、「住民票記載事項証明書」が提出書類とされていますが、労働者の年齢や現住所を確認するために求めるものであり、これに個人番号が記載されていると目的外利用となるおそれがあるので、「住民票記載事項証明書（個人番号が記載されていないものに限る。）」との修正を行いました。

（５）各種届出義務への追加・・・Ｃ
	（各種届出義務）
第●条　従業員は、次の事項に異動が生じた場合には、あらかじめ、又は異動が生じた日から　　　日以内に会社に届け出なければならない。
1 氏名
2 現住所、通勤経路
3 扶養家族
4 個人番号（扶養家族分も含む＊）
＊扶養家族の個人番号に係る本人確認は労働者自身が行うものとする。
5 学歴、資格、免許
２　届出に遅滞があったことによる不利益は、原則として、労働者が負うものとする。
３　届出に故意による遅滞又は虚偽の記載があり、不正に利得を得たときは、会社はこれを返還させ、懲戒処分を行うことができる。また、当該行為が刑法上の横領と認められるときは、懲戒処分を行うとともに、刑事上の手続をとることができる。
４　前項の規定は、当該行為を教唆した労働者にも適用する。


【解説】
　個人番号が漏えいして不正に用いられると認められる場合に限り本人の申請もしくは市町村長の職権で変更が行われます。個人番号を含むその他の身上異動（変更）の届出は、各労働者の責任で行うことを明確にし、届出遅滞による不利益は労働者自身の責任となる事を規定します。
　
（６）個人番号の利用目的に関する規定の追加・・・Ｂ
	（個人番号の利用目的）
第●条 当社は、労働者から提供を受けた、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（平成２５年５月３１日法律第２７号、以下「番号利用法」という。）に基づく「個人番号」を以下の目的で利用する。
①源泉徴収関連事務
②扶養控除等（異動）申告書、保険料控除申告書兼給与所得者の配偶者特別控除申告書作成事務
③退職所得に関する申告書作成事務
④財産形成住宅貯蓄・財産形成年金貯蓄に関する申告書、届出書及び申込書作成事務
⑤個人住民税関連事務
⑥雇用保険関連事務
⑦健康保険・厚生年金保険関連事務
⑧国民年金第３号被保険者の届出事務
⑨労働者災害補償保険法に基づく請求に関する事務
⑩その他上記①から⑩の事務に関連する事務


【解説】
　労働者に対する個人番号の利用目的の通知・公表（個人場情報保護法18条１項）の方法
としては、就業規則に規定する方法も認められています。
　
（７）個人情報及び特定個人情報保護規定の追加・・・Ａ
	（個人情報及び特定個人情報の保護）
第●条　労働者は会社及び取引先等に関する情報、個人情報及び特定個人情報等の管理に十分注意を払うとともに、自らの業務に関係のない情報を不当に取得してはならない。
２　労働者は、職場又は職種を異動あるいは退職するに際して、自らが管理していた会社及び取引先等の情報、個人情報及び特定個人情報等に関するデータ・情報書類等を速やかに返却しなければならない。
３　会社における、特定個人情報等の取り扱いの詳細については、特定個人情報等取扱規程に定める。


【解説】
個人情報保護の規程を、特定個人情報等も含む形に変更します。上記変更例では、特定個人
情報等の取り扱いについて「特定個人情報等取扱規程」に委任していますが、上記規程内に
定めることも可能です。

（８）服務規律の追加・・・Ａ
	（個人番号の提供の求め及び本人確認への協力）
第▲項　労働者は、番号利用法に基づき、会社の個人番号の提供の求め及び本人確認に協力しなければならない。

	（秘密保持義務）
第▲項　労働者は秘密を保持する義務を負い、次の各号に掲げる秘密保持に関する事項を守らなければならない。
1 会社内外を問わず、在職または退職後においても、会社、取引先等の秘密、機密性のある情報、顧客情報、個人情報、特定個人情報、企画案、ノウハウ、データ、ID、パスワード及び会社の不利益となる事項（以下「秘密情報」という。）を第三者に開示、漏洩、提供、又は不正に使用しないこと。
2 秘密情報を不正にコピー等をして社外に持ち出さないこと（会社が事前許可した場合に限り、適切な管理の下に会社が指定した方法による場合を除く。）。
3 IDカードを会社の許可なく他の労働者に貸与しないこと。
4 会社が貸与する携帯電話、パソコン、その他情報関連機器（蓄積されている情報も含む）
を、紛失又は破損しないこと。また、当該情報関連機器を紛失又は破損しないこと。また、当該情報関連機器を紛失又は破損した場合は直ちに、情報漏えいの防止の対策を行うとともに、会社に報告すること。
⑤　会社の許可なく、私物のパソコン、携帯電話、その他電子機器類に顧客に関する情報、その他秘密情報を記録しないこと。やむを得ず顧客の電話番号、メールアドレス等を記録する場合は、セキュリティー管理が可能な機種を選択し、私物の機器であっても会社が貸与する機器と同様に、善良な管理者の注意をもって取り扱うこと。


【解説】
事業者による個人番号の提供の求め及び本人確認に協力しない場合については、懲戒事由に定めることを考えている事業主もいらっしゃるようです。
懲戒事由の内容については、労働基準法上の制限はありませんが、労働契約法１５条において、「使用者が労働者を懲戒することができる場合において、当該懲戒が、当該懲戒に係る労働者の行為の性質及び態様その他の事情に照らして、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められない場合は、その権利を濫用したものとして、当該懲戒は、無効とする。」と定められており、懲戒事由に合理性がない場合、当該事由に基づいた懲戒処分は懲戒権の濫用に該当すると判断される可能性があります。
マイナンバー法に基づき、事業者は法定調書等に個人番号を記載することは義務であるものの、その場合に従業員がマイナンバー法違反になるわけではないことや、個人番号の提供がプライバシーに関する事項であることに鑑みると、たとえ、「けん責」のような軽微な懲戒処分であったとしてもやや行き過ぎの感があります。それが、従業員本人の個人番号ではなく、扶養家族の個人番号である場合はなおさらです。
そこで、服務規律に上記のような規定を置くことが考えられます。「服務規律」とは、労働者が企業組織の構成員として守るべきルール（行為規範）です。服務規律に反することは企業の秩序を乱すこと（企業秩序違反）であり、懲戒処分の対象となり得ますが、懲戒事由と違って必ず懲戒処分の対象となるわけではありませんので、社会的な納得感もあると思われます

（９）雇用管理情報及び特定個人情報を取り扱う労働者の責務を追加・・・Ｃ
	（雇用管理情報及び特定個人情報を取り扱う労働者の責務）
第●条　雇用管理情報及び特定個人情報は、会社がその取扱いについて権限を与えた者（以下「特定個人データ担当者」）のみが、取り扱うことができるものとし、係る権限を付与されていない者は取り扱ってはならない。
２　特定個人データ担当者は、業務上知りえた特定個人データの内容をみだりに第三者に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。その業務に係る職を退いた後も同様とする。
３　特定個人データ担当者は、その責務の重要性を認識し、具体的な個人データの保護措置に習熟するため、会社が行う次の事項についての教育及び研修を受講しなければならない。
1 雇用管理情報及び特定個人情報の管理方法、廃棄等の取扱いに関すること。
2 雇用管理情報及び特定個人情報のアクセス管理に関すること。
3 雇用管理情報及び特定個人情報の処理を委託する場合の留意点に関すること。
４　特定個人情報の取扱は、別途「特定個人情報取扱規程」に定める。



【解説】
　雇用管理情報及び特定個人情報は取り扱う労働者が限定される事を規定し、取り扱う労働者の責務を明確にするため規定します。

（１０）電子メール・インターネットの適正利用の規定を追加・・・Ａ
	（電子メール・インターネットの適正利用）
第●条　電子メール・インターネット等は、原則として業務利用に限るものとし、私用に使ってはならない。
２　会社は、電子メール・インターネット等の利用の適正化を図るため、サーバーに保存されている情報を解析し、労働者ごとのインターネット等の利用履歴（アクセスログ）を確認することができる。また、電子メール利用の適正化を図るため、労働者にその旨を通知したうえで、電子メールの内容を閲覧することができる。
３　労働者は、業務に直接関係ないホームページに意図的にアクセスしてはならない。また、会社は、コンピューターウイルス感染を予防するため、特定のホームページへのアクセスを制限することができる。


【解説】
　特定個人情報が漏えいした場合には、原因の分析が必要になります。原因を分析する際にも、
電子メール検査（モニタリング）規定は重要になります。
電子メール検査（モニタリング）を行う際には、プライバシー侵害とならない為に、あらかじめモニタリングの目的を特定し、就業規則に定め、労働者へ周知しておく必要があります。
　電子メール検査（モニタリング）を行うことを、就業規則等で規定・周知している場合、
労働者は電子メール検査（モニタリング）されることを知った上で、会社のパソコンを利用しているので、プライバシー保護の期待及び必要性は低くなります。
　
（１１）パソコンの使用の規定を追加・・・Ａ
	（パソコンの使用）
第●条　労働者は、次の事項を遵守してパソコン等の情報端末を使用し、適切な情報ネットワーク環境の維持及び社内情報の毀損又は漏えいの防止に努めなければならない。
1 会社が労働者に貸与したパソコンを業務以外の目的で使用しないこと。
2 私有のパソコンを業務目的で使用しないこと。
3 会社が指定したウイルス・スパイウェア対策ソフトを適正に運営すること。
4 会社内外を問わず、業務に使用するパソコンその他電子機器類において、ファイル交換ソフトその他の情報管理上問題が発生する可能性があるソフトウェアをインストールしないこと。
5 会社の許可なく、私物のパソコン又はUSB等を会社のパソコンに接続しないこと。
6 アクセス権限のない者が操作できないようにパスワードを設定すること。
２　会社は、必要に応じて労働者が送受信した電子メールの情報を閲覧することができる。
３　会社は、業務上の必要がある場合、労働者に貸与したパソコンに保存されたデータを閲覧することができる。この場合、労働者は会社による閲覧を拒むことはできない。


【解説】
　顧客情報や特定個人情報の流出は損害賠償はもちろん、会社の大きな信用失墜に繋がります。今やインターネットはとても身近なツールとなっています。そこで労使ともに情報セキュリティの重要性を認識し情報リテラシー（情報機器やネットワークを活用する基本的能力）を身につけるとともに、情報倫理（情報社会で必要とされる道徳やモラル）を身につけることが重要です。　　　
パソコン使用のルールを明確にし、個人所有の端末は許可を取ることを規定します。
　
（１２）所持品検査の規定を追加・・・Ａ
	（所持品検査）
第●条　会社は、必要に応じてその理由を明示のうえ、所持品の検査を行うことができる。この場合、労働者はこれに応じなければならない。


【解説】
　　所持品検査を行う場合には、所持品検査を必要とする合理的な理由、一般的な妥当な方法と程度で行われること、及び制度として労働者に対して画一的に実施されるものである必要があります。また、就業規則その他の明示により所持品検査を行う根拠が必要になります。

（１３）教育訓練規程の追加・・・Ｂ
	（教育訓練）
第●条　会社は、業務に必要な知識、技能を高め、資質の向上を図るため、労働者に対し、必要な教育訓練を行う。
２　会社は個人情報及び特定個人情報等の保護管理を徹底するため労働者に対し個人情報及び特定個人情報等の適正な管理に関する教育訓練を行う。また、個人情報及び特定個人情報等の管理責任者並びに個人情報及び特定個人情報等を取り扱う事務取扱担当者に対して、別に教育訓練を指示することがある。
３　労働者は会社から教育訓練を受講するよう指示された場合には、特段の事由がない限り教育訓練を受けなければならない。
４　前項の指示は、教育訓練開始日の少なくとも　　週間前までに当該労働者に対し文書で通知する。


【解説】
特定個人情報等の適正な取扱いに関する教育訓練の受講指示と受講義務について、明確に定める必要があります。

（１４）懲戒事由への追加・・・Ａ
	（懲戒の事由）
第●条 労働者が次のいずれかに該当するときは、情状に応じ、けん責、減給又は出勤停止とする。
（略）
２ 労働者が次のいずれかに該当するときは、懲戒解雇とする。ただし、平素の服務態度その他情状によっては、第●条に定める普通解雇、前条に定める減給又は出勤停止とすることがある。
①～⑬　（略）
⑭　正当な理由なく会社の業務上重要な秘密（番号利用法上の特定個人情報ファイルを含む。）を外部に漏洩して会社に損害を与え、又は業務の正常な運営を阻害したとき。
⑮　その他前各号に準ずる不適切な行為があったとき。


【解説】
　番号法６７条において、個人番号関係事務実施の従事者が、正当な理由がないのに、その業務に関して取り扱った個人の秘密に属する事項が記録された特定個人情報ファイルを提供したときは、４年以下の懲役若しくは２００万円以下の罰金に処し、又はこれを併科することとされています。
　非常に重い刑事罰が適用されますので、このような場合は、会社の業務上重要な秘密を漏えいする場合と同様に懲戒解雇事由とすることが考えられます。

（１５）損害賠償を規定・・・Ａ　
	（損害賠償）
第●条　従業員及び従業員であった者が故意又は重大な過失によって会社に損害を与えたときは、当該従業員又は従業員であった者に対し、損害の全部又は一部の賠償を求めることができる。ただし、従業員は、損害賠償を行ったことによって懲戒を免れることは」できない。また、懲戒処分を受けたことによって損害賠償の責めを免れることはできない。


【解説】
　顧客情報や特定個人情報の故意又は重大な過失による損害に対して、賠償を求める際にも根拠となる規定です。損害賠償については、損害の公平な分担という見地から信義則条相当と認められる限度に制限されています。
1

